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2考えるべきコンフリクト

環境の持続可能性

サステナブルな農業

経営の持続可能性

経営として成り立つこと（収益性）
後継者が確保できること
　⇒一般的な所得が得られること
労働力が確保できること
　高齢者の活躍／障がい者の活躍

圃場の維持・管理
自然環境の保護・生態系の保護
カーボンニュートラル（温暖化防止）
仕組みとして回っていく取り組み

対立構造になりがち

コストを抑えたい
単収をあげたい
利益を確保したい

対応にコストがかかる
単収が減少する
対応コストを転嫁できない

シンプルに考えてみると…
対応コストを転嫁できるマーケットづくり

消費者の理解（食育など必要か）
対応コストを引き下げる技術開発
単収をあげる技術の開発
対応コストに理解のあるマーケットへの進出（輸出）

地域の課題も多い…
自分だけ環境対応や有機に取
り組む⇒害虫発生の要因として
地域でバッシングされる、近隣
農場からの農薬ドリフト…
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なぜ、サステナブルに力を入れても食えないのか？ 3

サステナブル対応、有機（オーガニック）　⇒ニッチマーケットになっている。

【生鮮食品を購入するときに重視するポイント（3つまで）】

東京都　平成27年実施　食品に関する世論調査
（N=1,653）

野菜を選ぶ際の「質」の重視ポイント

（一社）新日本スーパーマーケット協会「消費者調査2014」（N=2,184）

消費者は、環境対応は重要だと認識し
つつも、それにこだわって購入するわけ
ではない。

消費者は「価格」と「鮮度」で生鮮食品
を選んでいる。
有機や低農薬などの回答率は5％以下。
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基本的に有機はニッチマーケット 4
https://www.maff.go.jp/j/council/seisaku/kazyu/r01_5/attach/pdf/index-8.pdf
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米国の有機マーケットを作ったヒッピーブーム 5

米国のオーガニックマーケットは、ヒッピー文化の影響を受けた世代が支えている
（大量消費社会へのアンチテーゼ、カウンターカルチャーから発展した）
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農産物流通のバリューチェーン

１次産業算出物は、流通し、最終消費されるまでに約７倍の付加価値が創出されている

現在、伸びているのは市場外流通であるが、全体規模は市場流通の方が大きい

出所：農林水産省　卸売市場データ集（平成23年版）、農林水産省「食品産業の将来ビジョン」　参考資料集　　　
　　　　平成24年3月より作成
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直販・契約栽培

食用農水産物（2005）

10.6兆円
最終消費額（2005）

73.6兆円調理・加工・流通等の過程で、約7倍の付加価値が創出されている
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流通・物流の仕組みとしての難しさ 7

ニッチな商品　⇒生産・流通量が絞られる　⇒市場での取り扱いが難しくなる

卸売市場の経由率は毎年減少しているが、それでも生鮮食品の流通のメイ
ンストリームは市場流通である
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8量的なマッチングを行ってきた卸売市場は、小ロットを扱いにくい

生産者

生産者

生産者

卸売市場
JA等

集荷団体

実需者
小売A

実需者
外食

実需者
小売B

• 市場の規格（多くは見た目と大きさ）で同一に評
価され、取引される

• 一般的に、生産者の「コダワリ」や実需の個別の
「ニーズ」は考慮されにくい

• 卸売市場は量的なマッチングをメインとして発展してきたため、細かい質的なマッチン
グに追いついていない

• 生産者として、自分のコダワリを理解し、そのコダワリに対して付加価値を得たい（基
本的に市場取引の場合、生産者が価格を決めることは難しい）

• 小売では、棚に入るサイズが必要でも、外食では歩留りの関係から、もっと大きい方
が良いかもしれない

• モノ余りな現在では質的マッチングのニーズが高まる　⇒市場外流通が伸長している
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卸売市場流通の課題：物流の課題 9

S.Orikasa 2020

＋大消費地への一極集中
小ロット配送のコストが高い
　⇒有機農産物の流通を阻害
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10

サステナブルな農業をどう考えるか

ニッチマーケットで販売量が限られる
　⇒卸売市場のような大規模流通で適切に扱うことが難しい

生産のコストアップを価格に転嫁できない
　⇒小ロットになるため、物流費も高い
　⇒付加価値を付けて販売ができていない

生産だけで農業が成り立っているわけではない
　⇒流通・販売までを入れた「サステナブル」をどう考えるか
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サプライーチェーン全体で考える必要性 11

▍ 日本の農業は生産性の向上が急務⇒所得向上に
よって、担い手を確保する

▍ 生産だけではなく流通、消費までを考慮する農
業を行う

– マーケットニーズを考慮した農業生産
– 需給マッチング、契約取引等による食品廃棄ロス
の削減

– 輸出を含めた新マーケットの創出

▍ 日本の農業の特徴：小規模な生産者や産地が分
散して存在している

– 産地ごとに品名や等級、階級が統一されていない
– 生産者の高齢化も背景に、伝票等は手書きが一般
的 ⇒デジタル化が必要

▍ サプライチェーンの硬直化
デジタル化されていない取引が中心であるため、
属人的な取引になりがち
属人的な取引の結果として、需要に合わせた変化
が難しい
リアルタイム性に乏しい情報の流れになっている

DXは必須
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生産量

出荷量

流通量

販売・消費量

家庭内消費量

出荷段階のロス

流通段階のロス

小売・外食・加工段階のロス（339万トン）

家庭内のロス（289万トン）

＜食品ロス発生要因＞

【出荷段階での食品ロス】
• 食べられるが、規格外になるため出荷できない
• （市場出荷）市場価格が低すぎて、物流費をかけると出荷
しても有利販売ができないため、圃場で廃棄する

• （契約栽培）契約先が受け入れできない（量が多すぎる場
合など）ため、出荷できず、圃場で廃棄する

• 冷蔵庫等の設備が無く、出荷調整できず廃棄する

【流通段階の食品ロス】

• （共通）夏場などトラック輸送時に品質が劣化するため、廃
棄せざるを得ない

• （共通）予冷設備等が無く、必ず一定量が廃棄になる
• （市場）卸売市場で転送される場合など、荷降ろしと荷積
みが繰り返されること、屋外保管されることで品質が劣化
し、廃棄が発生する

• （市場）市場で仲卸が購入したものの、顧客に販売・納品
できず廃棄してしまう

【小売・外食・加工段階での食品ロス】

• （小売・外食）仕入れた量が完売できず、余ったものが腐
敗等することで廃棄になる

• （加工）原材料を受け入れたものの、その量が加工設備の
処理能力を上回るため、廃棄せざるを得ない。

• （外食）無断キャンセルや食べ残しによる廃棄の発生

【家庭内での食品ロス】

• 購入したものの、調理に使われず腐敗することで廃棄に
なる

• 調理技術不足や知識不足で可食部分を廃棄してしまう
• 家庭内での食べ残しの発生

食品（生鮮品を想定）ロスもサプライチェーンで考える

全体3.7％（うち、食べ残し1.0%、直接廃棄0.7%、過剰除去2.0％）

※H27 食品ロス統計調査

外食120万トン、製造・卸小売219万トン（食品全体）

野菜で192.5万トン（収穫量の14.4％）
※H29農水省作況状況より計算

※卸売市場法の関連もあり、統計的把握は困難か
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農業を中心としたフードバリューチェーンの垂直的統合が進む＝SPA化
垂直的統合の一つしての生産者による直販の拡大（生産者主体の直売所は
SPAである）

流通の変化：フードバリューチェーンの垂直的な統合 13

【１次産業】

農産物等生産

【２次産業】

加工

【３次産業】

販売・サービス

垂直統合 製造業農林漁業者 小売・サービス業

①生産者主体の垂直統合

• 生産者の所得向上、雇用維持、利益率向上が目的
• 生産者による６次産業化（加工品の製造）
• 生産者や産地が独自に販路を持つ（産地直売所による直売、産地主体の卸売）
• 農業法人等の大規模化、資本力増強により、今後より顕著になっていく
• 生産者によるダイレクトマーケティング（EC販売）も活況に

②流通主体の垂直統合

• 原材料（食材）による差別化（質的マッチング）と安定調達が目的
• 企業の農業参入（直接方式、JV方式）
• 流通による生産者の囲い込み（直接取引、契約栽培）とＰＢ化
• 小売マーケットだけではなく、業務用マーケットでも顕著に（むしろ主戦場に）
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フードバリューチェーンの下流側では、特に顕著にフードバリューチェーンの
水平的な統合＝業界の垣根を越えた機能統合が進む

流通の変化：フードバリューチェーンの水平統合 14

【３次産業】

販売・サービス

水平統合

小売業（スーパー等）

中食業（弁当・惣菜等）

外食業（レストラン・ホテル等）

卸売業

• 小売業ー中食業ー外食業の業態間の垣根を越えた展開
グローサラント（成城石井、阪急オアシス…）
小売業による飲食店展開（広島のエブリィ）
小売としての八百屋と弁当加工（旬八青果店）

• 卸売業の垣根を超えた展開
卸売業の取扱いカテゴリーの拡張（米卸の青果参入等）
青果卸の加工品（１次加工が中心）への展開
加工食品卸の冷凍系を中心とした生鮮分野の取り組み

• 流通のオムニチャネル化も、販売チャネルの統合としてみれば水
平統合である。

卸売業

店頭で売れる農水産物も、加工しないと売れない農水産物もまと
めて引き取り、販売することができる（１船買い、畑まるごと買い）。
　⇒自社で農業参入（垂直統合）した場合の出口として効果的
　⇒生産者との連携・囲い込み強化に効果的
　⇒食品廃棄ロスの削減

コロナ禍で、水平統合が加速
（外食のテイクアウト参入など）
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フードサプライチェーンの縦と横の情報連携 15

生産

出荷

卸売

小売
製造
外食

消費

農業生産者

農協（JA）

卸売業者・市場

小売業・製造業・
外食産業

生活者

サプライチェーン

フードバリューチェーン「縦」の連携
（生産ー流通ー消費までの垂直連携）

フードチェーンの川上・川下のデータ
を相互に共有することで得られる利益

フードバリューチェーン
「横」の連携
（事業者間の水平連携）

複数の同業者がデータを共
有することで得られる利益

←売り手ー買い手間情報共有
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スマートフードチェーンプラットフォーム
ukabis

ソース
マーキング

商品属性
生産履歴

商品コード
個品識別番号 入荷履歴 販売実績（入出荷履歴）

卸売市場等
生産者

小売店等 消費者

（スキャン） （スキャン）

消費情報
評価

ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ情報

流通環境データ
（温度・湿度・衝撃等）

センシングデータ
（鮮度センサー等）

縦の連携
（入口～出口）

横の連携
（同業連携）

データ連携に向けた「スマートフードチェーン」の取り組み（内閣府SIP）

卸売市場等生産者 小売店等 消費者

販売・購買履歴のみ
（評価は無し）

EDI等で企業ご
とに最適化
（個別最適）

手書き伝票
（モノと情報が乖
離）

現在

• 需要予測・廃棄ロス削減
• 需要に合わせた生産（時期・品種品目）
• 業務効率化（物流・生産）

• 需給マッチングの最適化
• 業務効率化（伝票レス・検品レス）
• 物流の最適化

• 仕入れ・販売の最適化
• 産地情報の販促利用
• トレーサビリティ管理

• 見えることでの安心
• 食の選択の情報増加

16



（C）公益財団法人流通経済研究所

17

生産者

集出荷団体
JA全農

産地市場

集出荷業者 卸
売
業
者

売買参加者

仲卸業者

小売
業者

外食

業者

消
費
者

例）中央卸売市場

卸売市場

卸売市場法の改正：農産物流通の規制緩和

実需者

参入

直販

集出荷団体
JA単協

直販

直販

直販

市場もJAも含め、流通ルートは多様化（自由化）
　

市場外流通との垣根がなくなる／市場外流通と市場流通の競争の発生
小規模・有機農産物などの取扱がやりやすくなる（産地ー仲卸の直接流通など）

⇒効果を最大化するには、それぞれのパスをつなぐ情報連携が必要　
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データ連携で農産物流通の高度化が可能に 18

出荷者①

スマート
フードチェーン出荷者②

出荷者③

出荷予定データの共有
　（向け先、タイミング、量、形態など）

マッチングなど

共同配送（混載物流）

顧客センター
卸売市場等

EX. 物流の共同化
物流以外でも、インフラとして業界
全体で連携できるものを連携してい
くための情報基盤として活用可能。
（パレット管理/資材管理など…）

EX. 流通におけるカーボンニュートラル検討

商品属性
生産履歴

生産者
卸売市場等

消費者

ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ情報

取り扱いデータ
移動ログデータ

取り扱いデータ
移動ログデータ

データで、自動的にサプライチェーン全体のCO2排出量等の環境負荷を測定
　　⇒削減施策へ

CFP　295g
ｶｰﾎﾞﾝﾌｯﾄﾌﾟﾘﾝﾄ

小売店舗等
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19

S.Orikasa 2020

小規模・ニッチだからこそ、エリア単位で考えたい

大都市一極集中モデル

• 断線時のバイパスなし
• 物量集中による弊害（待ち時間の発生）
• フードマイレージの上昇（非効率発生）
• 人口密度上昇⇒流通集中による現状
• ハブを経由しないと他のスポークに行けない
• 感染リスク拡大

• 災害時など、断線部分を迂回した流通
が可能に

• 物量の分散による集中回避効果
• リードタイム確保が容易
• 物流距離の短縮効果
• 人口の分散による感染リスク減少
• 地方活性化の切り口に

地方分散型モデル

ヒト・モノ・カネ・情
報が大都市部に
集中

ヒト・モノ・カネ・情報
が地方ごとに分散
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食料品スーパーは、地方ごとに強い企業が存在

総合スーパー コンビニエンスストア

食料品スーパー ドラッグストア

（年度）

（年度）

（年度）

（年度）

※各社の売上高は単体直営売上高（営業収入を除く）。
※構成比の分母は、平成19年商業統計調査の「総合スーパー」をもとに、「商業
動態統計」の「各種商品小売業」から「百貨店」を除いた数値の伸び率で推計した
数値（消費税率を割り戻し後）。

※各社の売上高はチェーン全店売上であり、AFCを除く。
※構成比の分母は、「商業動態統計」の「コンビニエンスストア」の数値（消費税
率を割り戻し後）。

※各社の売上高は単体直営売上高（営業収入を除く）。
※構成比の分母は、平成19年商業統計調査の「食料品スーパー」をもとに、「商業動態
統計」の「スーパー」の「飲食料品」の伸び率で推計した数値（消費税率を割り戻し後）。

※各社の売上高は連結売上高。
※構成比の分母は、日本チェーンドラッグストア協会「日本のドラッグストア調査」結果。

出所：各社決算資料、経済産業省「商業統計」「商業動態統計」、日本経済新聞社「日経Ｍ
Ｊ　トレンド情報源」、日本チェーンドラッグストア協会「日本のドラッグストア調査」

上位集中度が低い！

業態別　売上高の上位集中度
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S.Orikasa 2020

農水省による食品流通の合理化について

物流対策、標準化（パレット、データ、物流資材の標準化）検討な
ど、物流を切り口に対策の検討が進んでいる

（C）公益財団法人流通経済研究所

ほぼすべての生鮮品の流通がパレットで行われる
パレットには、EUROパレット、BLOCKパレットの2種類が存在
外装箱はパレットサイズに合わせたものに統一されている（全ての生鮮食品）
等級は統一したものがあるが、独自のグレード分類も実施される
市場流通ではなく、個別取引メインのため、顧客に合わせたグレード管理となる

EURO　パレット BLOCK　パレット

120cm

100cm

120cm

80cm

（参考）欧州の物流標準化の状況①



（C）公益財団法人流通経済研究所

コンテナ・オリコンもサイズは統一されている
30×40cmを基本に、60×40cmなど
高さの規定は無し

パレットサイズに合わせて外装ケースのサイズが
規定され、それに合わせて農産物を詰めている
店頭用のパックは販売先ごとに異なる

このサイズにすることが当然で、違うサイズにす
るメリットが一切ないという判断

（参考）欧州の物流標準化の状況②

（C）公益財団法人流通経済研究所

流通資材サイズが
統一されているた
め、そのサイズで
店頭の売場も設計
される

ばら売り/量り売り
が多く、途中で荷
姿を変えることが
無く、ローコストに
流通可能

海外の動向：出荷資材の標準化・統一　⇒バリューチェーン下流側まで同じ資材で流通

（参考）欧州の物流標準化の状況③



（C）公益財団法人流通経済研究所

25

BEFORE

熊本卸売市場→広島スーパー

熊本卸売市場→大阪スーパー

共同物流実証

熊本大同→広島・大阪共同便

熊本卸売市場→広島スーパー

熊本卸売市場→大阪スーパー

増減なし

37.5%減

コスト比較

※広島行きの価格はBEFOREと同一と想定

＜基本情報＞

エノキダケ、ゴボウ、ニンジン、カンショ、ミニトマ
ト、パプリカ等

イチゴ、ブロッコリー

仕向先 温度帯 配送量・積載率 配送内訳 車両種
広島1ヶ所
大阪1ヶ所 冷蔵（5℃） 9t・90% 広島スーパー向け5t

大阪スーパー向け4t
10t
箱車

※ヒアリングにて聞き取り

（参考）農産物の共同配送による効率化実証

農業SIP事業で、2019年、弊所で実施。農産物の物流の情報連携により、
共同物流を行い、その効果を確認。

（C）公益財団法人流通経済研究所

スマート農業/農業DXのカテゴライズ 26

ハードソフト

経営

圃場

ロボットトラクター

田植え機（自動）

ﾘﾓｺﾝ草刈機 コンバイン
各種センサー付

ドローン

自動操舵システム

IoTセンシング圃場ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ

生産管理システム

会計管理ソフト

労務管理ソフト 販売管理ソフト

EC管理ソフト

ｱｼｽﾄｽｰﾂ
水管理システム

ソリマチ、freee　等 STORES.JP 等

アグリノート、みどりクラウド等 Sales force 等

アグリノート、みどりクラウド等

Farmo、WATARAS等

クボタ、ヤンマー、イセキ等ヤマハ、DJI等

クボタ

クボタ、ヤンマー、イセキ等

トプコン

クボタ、イノフィス、サステクノ等

クボタ、三陽機器、Agria等

みどりクラウド、プロファインダークラウド等
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スマート農業における横断的なデータ連携 27

ハードソフト

経営

圃場

ロボットトラクター

田植え機（自動）

ﾘﾓｺﾝ草刈機 コンバイン
各種センサー付

ドローン

自動操舵システム

IoTセンシング圃場ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ

生産管理システム

会計管理ソフト

労務管理ソフト 販売管理ソフト

EC管理ソフト

ｱｼｽﾄｽｰﾂ水管理システム

ソリマチ、freee　等 STORES.JP 等

アグリノート、みどりクラウド等 Sales force 等

アグリノート、みどりクラウド等

Farmo、WATARAS等

クボタ、ヤンマー、イセキ等ヤマハ、DJI等

クボタ

クボタ、ヤンマー、イセキ等

トプコン

クボタ、イノフィス、サステクノ等

クボタ、三陽機器、Agria等

みどりクラウド、プロファインダークラウド等

楽をする（工数削減）
精度を上げる（ミス防止）

見えなかったものを見る（分析）

見えなかったものを見る（測定）
誰でもできる（汎用性）
精度を上げる（ミス防止）

1人で可能にする（生産性向上）
状況を記録する（データ取得）
誰でもできる（汎用性）

経営目標・目的を考えれば、
データ連携を行うことが重要では？
　

（C）公益財団法人流通経済研究所

28みどりの食料システム戦略


